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要  旨 

 

 

新型コロナウイルス感染症は，2020 年初頭から世界で流行し，世界の経済と海運に対して多大な影響

を与えた．本稿は，このウイルスの流行の影響に着目しつつ，今後の我が国行政機関の港湾政策立案や，

海運業界の対応策検討等に資する基礎的情報を取りまとめるため，PIERS や Lloyd's 等の海事データを

用いた分析により船舶寄港動静やコンテナ貨物量等海運への影響を定量的に把握するとともに，コンテ

ナ船の大型化や環境負荷低減燃料を用いた船舶の建造状況等について明らかにすることを目的とした． 

その結果，コロナウイルス流行下においてコンテナ貨物量や船舶寄港状況が顕著に変化した動向や，

継続的な船舶の大型化や環境負荷低減燃料を用いた船舶の増加等が明らかになった． 
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Synopsis 

 

     It is indicted that COVID-19, which has been spreading worldwide since the beginning of 2020, has caused 

significant impacts on the world economy and maritime transport. The aim of this study is to quantitatively grasp the 

impacts of COVID-19 on the shipping industry using PIERS and Lloyd's data, such as vessel movements and 

container cargo volume, and to reveal the trends of ship building and dimensions. The results will provide the 

necessary information for the parties concerned such as policy makers or industry professionals. 

As a result, the trend of cargo volume transported between east Asia and the USA and vessel movements in the 

world turned out to be substantially different from data recorded in the previous year due to COVID-19 impacts, and 

the ongoing increase in size and number of vessels using environment-friendly fuel have been clarified. 
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1. はじめに 

 

1.1 研究の背景 

島国である我が国は貨物の輸出入の大部分を海上輸送

に依存しており，港湾は社会基盤として重要な役割を果

たしている．我が国の行政機関はこれまで様々な港湾関

連政策や港湾整備事業を実施してきており，それらの企

画立案においては，データに基づいた関連情報の収集が

不可欠である．例えば，世界で建造ないしは就航してい

る船舶の種類やそれらの諸元，寄港実績，貨物の輸送状

況等に関する定量的なデータが，必要な港湾政策・整備

計画の検討の判断材料となる． 

2020 年は，初頭より新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）が世界的に流行し，各国の経済の混乱，さ

らに港湾労働者や船員の感染対策の必要性等が生じたこ

とにより，海上貨物輸送が一時的に低迷した．一方で，そ

の後は輸送需要の回復に伴うコンテナ貨物量の大幅な増

加が見られる等，海運業は大きな影響を受けた． 

図-1 は国別の 1 日当たりの新規感染者数の推移（7 日

間移動平均）を示す．2020 年 1 月より中国で先行して流

行が広がり，その後他の国々でも順次拡大した．中国や

東南アジアではそれほど大きな流行にはならなかった一

方，欧米諸国では感染状況が深刻で，1 日で 1 万人に 1 人

程度のレベルに達した．世界全体では 2020 年末にピーク

に達し，一度減少傾向が見られたが，2021 年になってか

らも増減を繰り返している． 

このような中，今回のコロナウイルスの流行に対して

は各国当局が様々な対策を行っており，2021 年に入って 

からはワクチン接種も進んできたところであるが，変

異株の発生等の影響もあり，2021 年 8 月現在収束には至

っていない．また，この流行は歴史的な事象であること

から，将来的な同様のリスクに備え，港湾・海事関係者は

生じた影響を把握しておくことが必要と考えられる． 

また一方では，引き続きコンテナ船の大型化や，社会

全体でのカーボンニュートラルに対する取り組みの重要

性が指摘されている. 

 

1.2 本研究の目的 

以上を踏まえ本資料は，港湾・海事関係者等に対し参

考となる情報を提供するため，PIERS，Lloyd's，Clarkson，

MDS 等の海事データを用いて，コンテナ貨物輸送量，船

舶の寄港動静，船舶の建造状況とその諸元等に関する分

析を行い，新型コロナウイルスによる影響ならびにその

他の最近の海事動向（船型の大型化等や環境負荷低減燃

料を用いた船舶の建造状況等）を明らかにするものであ

る．なお，本資料での分析手法は，PIERS データや Lloyd's

データを用いて米国発着コンテナ貨物流動やコンテナ船

動静について分析した国総研資料（岩崎ら1)）での手法を

参考とした． 

 

1.3 本資料の構成 

本資料では，2 章においてコンテナ貨物流動分析を，3

章において船舶の寄港動静分析，4 章において港湾の混

雑状況分析，5 章において船舶の建造状況や諸元に関す

る分析を行う．以上の分析を踏まえ，6 章において結論を

述べる． 

 

図-1 新型コロナウイルス感染症の新規感染者数 

(日本船主協会及び国際連合経済社会局の公表資料2)3)を基に筆者作成)
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2. 米国-アジア間のコンテナ貨物流動に関するコ

ロナウイルスの影響分析 

 

2.1 分析手法 

本章では，PIERSデータを用いた米国－東アジア間のコ

ンテナ貨物流動分析を行う．PIERSとは，正式名称をPort 

Import/Export Reporting Serviceといい，米国の情報公開法

に基づいて米国税関から公開されるマニフェスト（積荷

目録）もしくはB/L（船荷証券）のデータを集計した，米

国発着貨物に関するデータである．これは英国のIHS 

Markit社が提供しており，船積明細書と照らし合わせて確

認をすることによって高い精度を保持したデータとされ

ている．項目としては，仕出国／仕向国，荷積港／荷卸

港，トランシップ港，コンテナ船到着日，船社，HSコー

ド，コンテナ貨物量（TEU／メトリックトン）等が含まれ，

これらを利用することで，国別のコンテナ輸送量に加え，

品目別やトランシップ経路別に分けた分析も可能である．

なお，データの性格上，空コンテナは含まれない． 

 

2.2 国別のコンテナ輸送量 

 まず，米国－東アジア間のコンテナ貨物輸送量を国別

に分けて分析する．アジア地域の主要国について対米コ

ンテナ貨物量を月毎に集計し，整理した．対象国は，日

本，中国，韓国，マレーシア，タイ，ベトナムとし，対前

年比を方向別に分けて図-2，図-3 に示しており，以下，

対前年比ベースで分析する．なお，東アジアから米国に

向かう方向を東航，その逆を西航と表記している． 

 

(1) 東航コンテナ貨物 

2020年の東航コンテナ貨物量（図-2）の特徴としては，

上半期に多くの国で貨物量が急落し，下半期に回復，さ

らに前年を上回る程度に増加したことが挙げられる．上

半期について，国によって多少差があるものの，貨物量

は概ね 5 月頃に大きな下落が見られる． 

日本については，図-1で示した感染者数の時間変化と

の関連性が見られる．日本では，感染者数の増加傾向が

明確に現れたのが 2 月下旬であり，その後の感染状況か

ら 4 月 7 日に 7 都府県に緊急事態宣言が発令された4)．同

16 日にはこれは全国が対象となり，それによって企業活

動が影響を受け，5 月に海上輸送の貨物量の減少となっ

て現れたと考えられる． 

一方で中国では，2 月時点で既に貨物量の減少が見ら

れ，3 月に底値を示している．中国の感染者数は 1 月下旬

～2 月上旬にかけて急上昇しており（他国は概ね 2 月下

旬～3 月下旬），この感染者数の増加が経済活動に影響し，

2 か月程度のタイムラグを経てコンテナ貨物量の下落に

つながったものと考えられる．また，中国では，初期の流

行の中心地であった武漢市において，1 月 23 日より交通

網の停止や外出自粛請を行い，その後対象範囲を湖北省

に広げる等の措置を取った．中国の貨物量の減少のピー

クは 3 月であるから，一連の流れは日本より 2 か月程度

先行していたと推測される． 

下半期は，輸出先の米国で感染拡大が続いていたにも

関わらず，日本以外では前年を上回っている．この要因

については，次節の品目別分析において考察する． 

 

(2) 西航コンテナ貨物 

2020 年の西航コンテナ貨物量（図-3）については，3 月

頃に多くの国で減少が見られ，また一定の変動がみられ

る．しかし東航ほどの春以降の顕著な増加傾向は見られ

ず，横這いの傾向である．西航の貨物の多くは豆類や肉

類などの生活必需品であり，また東アジア地域のコロナ

ウイルスの感染者数は米国と比較して少なかったため，

貨物量の大きな変動等が無かったと考えられる．なお，

西航貨物量は東航の概ね 1/3 の規模であるため，アジア

－米国全体のコンテナ輸送量に与える影響は小さい． 

 

図-2 国別の対米国コンテナ貨物量（東航，2020 年／

2019 年） 

 

図-3 国別の対米国コンテナ貨物量（西航，2020 年／

2019 年） 
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2.3 品目別コンテナ貨物量 

前節において，東航のコンテナ貨物量がコロナウイル

スの流行下で特徴的な変動をしていることが分かった．

特に 5 月頃の日本発貨物量の急減少と，6 月以降の中国

やベトナムにおける前年超えの上昇が目立った．本節で

は品目別の分析によりこれらの要因を考察する． 

 

(1) 東航コンテナ貨物 

図-4～図-10は各国の 2020 年の東航コンテナ貨物量を

HS コードの上 2 桁を用いて品目別に集計し，各国の貨物

量の上位 5 品目とその他に分けて示したものである． 

 

a) 日本発貨物 

 図-4の日本発のデータを見ると，4 月から 5 月にかけ 

 

 

図-4 2020 年の品目別東航コンテナ貨物量（日本） 

 

図-5 2020 年の品目別東航コンテナ貨物量（韓国） 

 

図-6 2020 年の品目別東航コンテナ貨物量（中国） 

て全体量が急減しているが，その中でも自動車部品の減

少幅が大きいことが分かる．例えば，4 月の自動車部品の

貨物量約 10,000TEU に対し，5 月は約 3,800TEU に落ち込 

 

 

図-7 2020 年の品目別東航コンテナ貨物量 

（マレーシア） 

 

図-8 2020 年の品目別東航コンテナ貨物量（ベトナム） 

 

図-9 2020 年の品目別東航コンテナ貨物量（タイ） 

 

図-10 2020 年の品目別東航コンテナ貨物量（台湾） 
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み，4 月から 5 月にかけての全品目の減少約 23,800TEU

のうち，自動車部品が約 6,200TEU（約 26%）を占めた．

6 月には 3,400TEU まで減少したが，その後回復して 11

月に約 10,500TEU となった．この際に合計値も概ね 4 月

の水準に戻っている．自動車部品に次いで，影響が大き

いのは一般機械であり，同様の計算をすると減少幅に占

める割合は約 14%となった． 

当時の自動車産業の状況としては，日系自動車メーカ

ー各社が米国内の感染拡大を踏まえ，従業員の健康と安

全確保を目的に 3 月下旬から米国内工場の操業を停止し

5)，5 月中旬～6 月上旬まで続いた．図-4において自動車

部品の貨物量が急落したのが 5 月であるから，操業停止

の影響が 1~2 か月のタイムラグを経て米国側の輸入貨物

量の減少に現れたと考えられる． 

 なお，本分析における自動車部品とは，HS コードによ

る分類上の 87 類（鉄道用及び軌道用以外の車両並びにそ

の部分品及び附属品）の貨物を指す．分類上は車両自体

も含まれるが，コンテナ輸送貨物に限った分析では通常

PCC 等で輸送される車両（完成自動車）は殆ど含まれな

いと考えられるため，自動車部品と表記している．また，

一般機械は製造業に用いられる多くの機械類を含む 84

類（原子炉，ボイラー及び機械類並びにこれらの部分品）

を指す． 

 

b) 中国及び ASEAN 発東航貨物 

図-6～図-8はそれぞれ，中国，マレーシア，ベトナム

の集計結果である．中国や ASEAN 諸国の米国への主要

輸出品は，日本とは異なり，家具などの製品が多い．この

3 か国は図-2 から下半期の貨物量が伸びたことが分かる

が，図-6～図-8の内訳を見ると，家具や玩具などの貨物

量が，コロナウイルスの流行発生前の時期に比べて増加

している．これは，流行によってロックダウン等の政策

に伴う人々の外出の抑制や在宅勤務の普及が進み，米国

における巣ごもり需要が喚起されたことによって家具や

玩具の対米輸出量が伸びたためと考えられている6)7) ． 

 

(2) 西航コンテナ貨物 

 図-11～図-17 は 2020 年の西航コンテナ貨物量を示し

ており，豆類，木材パルプ，調整飼料等が多くを占めてい

ることが分かる．図-3より，東航ほど大きな変動は見ら

れないが，日本，韓国，ASEAN では 7~8 月に太宗貨物の

豆類の量が減少している．台湾でも減少の時期は異なる

が，同様の傾向が見られる．この要因として，米国の感染

拡大時期による米国農産品の生産への影響，並びに東ア

ジア各国におけるコロナウイルスの流行による消費の後

退がこの時期に現れたこと等が考えられる． 

また，中国，マレーシア，ベトナムにおいて木材パルプ

の輸入量が年末に増加していることも，2020 年の特徴と

して挙げられる． 

 

 

図-11 2020 年の品目別西航コンテナ貨物量（日本） 

 

 

図-12 2020 年の品目別西航コンテナ貨物量（韓国） 

 

 

図-13 2020 年の品目別西航コンテナ貨物量（中国） 

 

 

図-14 2020 年の品目別西航コンテナ貨物量（台湾） 
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図-15 2020 年の品目別西航コンテナ貨物量（タイ） 

 

 

図-16 2020 年の品目別西航コンテナ貨物量 

（マレーシア） 

 

図-17 2020 年の品目別西航コンテナ貨物量 

（ベトナム） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.4 トランシップ経路別コンテナ貨物量 

米国－東アジア間のコンテナ輸送においては，東航の

場合，各港湾から上海港や釜山港をはじめとするハブ港

にフィーダー輸送され，そこから長距離輸送を担う基幹

航路船に積替えられる（トランシップされる）ことがあ

る（西航であればその逆）．港湾の競争力の指標の一つに

ハブ港としての機能，すなわち他の港湾からの積替え貨

物を集荷する機能があり，日本も国策として京浜港や阪

神港においてこの機能の強化を図っている．本節では，

米国－東アジア間のコンテナ輸送について，トランシッ

プ経路に着目した分析を行う． 

 

(1) 各国の直航率 

 はじめに，東アジア各国の直航率を分析する．ここで

直航率とは，東航の場合，ある国から米国に輸出するコ

ンテナ貨物のうち，他国港湾でトランシップをせずに直

接，あるいは自国内港湾でトランシップして米国港湾に

輸送される貨物の割合を指す．図-18～図-21 は 2019 年

及び 2020 年の東航，西航について国別の直航率を示した

ものである．全体的には先進国の方が直航率が高い傾向

にあり，特に韓国は東航，西航ともに 0.95 を超える高い

直航率を示している．その次に中国及び台湾，日本，タ

イ・ベトナムと続く．中国は東航の方が，台湾と日本は西

航の方が高い傾向にあるが，これは各国の輸出・輸入の

バランスを考慮した北米航路の寄港ループの特性（例え

ば，ロサンゼルス→東京→高雄→上海→釜山→ロサンゼ

ルスのようなループが多い）によるものと考えられる． 

ここで，特に日本と競合関係にある韓国，中国，台湾に

ついては，図-22 においてそれぞれの 2 か年分の東航デ

ータを重ね合わせて比較した．韓国は非常に安定した高

い直航率を示しており，コロナウイルスの流行の影響は

受けていないと考えられる．中国・台湾についても変動

はあるが，流行の影響と思われるような目立った増減は

見られない． 

一方で，日本は 2020 年 5 月に一時的に下落が見られ

た．これは 3 月頃より中国発着貨物が減少したことを受

けて各船社が船腹調整を始め，5 月に日本発着のコンテ

ナ貨物量が減少したことを踏まえ，一定程度の抜港を行

ったことが原因として考えられる．また，下半期には前

年を上回る直航率を示しており，2020 年 9 月の直航率は

2019 年 9 月より 7 ポイント高い．これは次項で詳述する

トランシップ貨物の増加と同様の傾向であると考えられ

る． 
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図-18 直航率（2020 年／東航） 

 

図-19 直航率（2019 年／東航） 

 

 

図-20 直航率（2020 年／西航） 

 

図-21 直航率（2019 年／西航） 

 

 

図-22 日本・韓国・中国・台湾の東航直航率（2019 年及び 2020 年） 
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(2) 日本国内港湾でトランシップされるコンテナ貨物 

次に，日本国内の港湾で積替えが行われたコンテナ貨

物（日本国内港湾のトランシップ貨物）に着目し，この貨

物量のコロナウイルスの流行下での変化について分析を

行った． 

図-23～図-26 は，2019 年及び 2020 年の東航／西航貨

物について，東アジア各国から日本を経由して米国に輸

送（及びその逆）されたコンテナ貨物量の月変化を示し

ている（線が重なる区間が多いため，いくつかの国は線

種を変えて表記している）． 

 

a) 東航 

東航と西航いずれにおいても，他国発で日本の港湾で

積み替えられる貨物量は，2019 年は東航が約 400TEU（タ

イ発），西航が約 500TEU（中国着）程度であり，100TEU

に満たない国，月が多い．しかし，東航については，2019

年と 2020 年で大きな違いが見られる．6 月の中国発貨物

が約 3,000TEU，ベトナムが 9 月に 1,100TEU に達してお

り，概ね 6~9 月に大きく増加している．対前年同月比は

国，月によっては 10～100 倍の規模であった． 

この要因としては，船腹不足と運賃上昇が考えられる．

今般のコロナウイルスの流行によって 2020 年の上半期

は中国発の貨物を皮切りに，大幅な減少が続いていたが，

各コンテナ船社は 2008 年のリーマンショック時にコン 

 

 

図-23 発地国別の日本国内港湾 T/S 貨物量（2020 年／

東航） 

 

図-24 発地国別の日本国内港湾 T/S 貨物量（2019 年／

東航） 

テナ船運賃が大幅下落した経験を踏まえ，船腹調整を行

うことによって運賃を維持していた8)．しかし，概ね 7 月

以降はアジア各国の東航貨物量が急回復して過去最高レ

ベルに達し，船腹が顕著に不足して運賃が急騰する状況

になった9)10) ．この結果中国やベトナムをはじめとする

東南アジアでは，港湾で輸出貨物が積み残される事態が

発生した．当時，日本では他国より貨物量の回復が遅れ

ており，船腹量に比較的余裕があったことや運賃上昇幅

が小さかったことから，フィーダー航路を用いて日本経

由で米国に輸送されるケースが増加し，それが図-23 に

おけるトランシップ貨物量の増加につながったものであ

る． 

 

b) 西航 

一方で，西航については東航ほど大きな変化は見られ

ず（縦軸のスケールが東航より小さいため、2020 年の絶

対量はかなり少ない），両年ともにトランシップ貨物量

の規模は概ね同等である．ただし，2020 年は 3 月頃に各

国ともに貨物量が多く，5～10 月頃は中国着貨物が少な

く，11～12 月にタイ着貨物が多くなっている．しかしな

がら，本分析は月別まで細分化しており貨物量の絶対値

が小さいため，一企業の製品輸送経路が変わるだけで大

きな影響が生じると考えられ，そのような個別の事情が

影響した可能性がある点に留意する必要がある． 

 

 

図-25 着地国別の日本国内港湾 T/S 貨物量（2020 年／

西航） 

 

図-26 着地国別の日本国内港湾 T/S 貨物量（2019 年／

西航） 
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以上から，今回のコロナウイルスの流行のような世界

規模の緊急事態において，各産業への影響の度合いや時

期が異なることにより，海上貨物の輸送経路が数か月単

位で大きく変化する場合があると考察できた． 

 

(3) 日本発着コンテナ貨物のトランシップ国別割合 

 本項では，日本発着（日本発，日本着）貨物の輸送経路

に着目し，トランシップ国別の割合を整理する． 

 

a) 東航 

図-27～図-28は，日本発東航コンテナ貨物のトランシ

ップ国別割合を示す．青色の日本は直航貨物を意味し，

概ね 70~80%を占め，残りの約 20%はその多くが韓国港湾

経由となっている．日本は東アジアの中でも地理的に最

も米国に近いため，本来距離的観点からは直航輸送が合

理的であるが，基幹航路を持たない日本海側の中小港湾

などは釜山港経由で輸出するケースが多いものと考えら

れる．韓国に次ぐのは中国，シンガポール，台湾である 

 

 

図-27 日本発貨物のトランシップ国別割合（2020 年／

東航） 

 

図-28 日本発貨物のトランシップ国別割合（2019 年／

東航） 

 

 

 

 

が，その割合は概ね 5%未満と小さい． 

 2 つのグラフから，月毎に見ると各割合は元々数%の変

動があることが分かるが，(1)で述べたとおり 2020 年は 5

月については直航率が低下し，その分韓国，中国，シンガ

ポール，台湾それぞれの割合が増加している．これは(1)

で述べたとおり，一部抜港が原因として考えられる． 

 

b) 西航 

図-29と図-30は，日本発西航コンテナ貨物のトランシ

ップ国別割合を示す．西航は東航より直航率が高く

85~90%程度であるが，韓国港湾経由が約 10%を占めてい

る．また中国と台湾が東航同様に 3, 4番目となっており，

シンガポールではなく香港が 5 番目に入っているが，割

合は僅かである． 

月別の変化については，東航ほど大きな増減は見られ

なかった． 

 

 

 

 

図-29 日本着貨物のトランシップ国別割合（2020 年／

西航） 

 

図-30 日本着貨物のトランシップ国別割合（2019 年／

西航） 
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3. 世界の船舶の寄港回数・寄港船腹量に関するコ

ロナウイルスの影響分析 

 

3.1 分析手法 

本章では，Lloyd's データを用いた寄港回数及び寄港船

腹量に関する分析を行う．Lloyd's データとは，海事調査

等を手掛ける英国の Informa 社の一部門である Lloyd's 

List Intelligence が提供する，船舶動静や船舶諸元に関す

るデータである．これは Informa 社が持つ陸上 AIS ネッ

トワークや，海事関係機関及び協力会社から情報収集を

行うことにより作成されている．船舶動静については寄

港地や入出港日時，諸元については総トン数，全長，船

幅，喫水等を含む．特定地域に限った PIERS データと異

なり，世界全体をカバーしている． 

 

3.2 寄港回数と寄港船腹量 

本節では，クルーズ船，PCC（Pure Car Carrier, 自動車

専用輸送船），バルク船，コンテナ船の４つの主要な船種

について，国別に月毎の寄港回数を集計して分析する．

それぞれの船種の，2020 年の 2019 年に対する寄港回数

の対前年同月比を図-31～図-34に示す．また，船舶の規

模を考慮するため，寄港回数に船腹量を掛けた値を寄港

船腹量と定義し，同様のグラフとして示したものが図-35

～図-38である． 

 

(1) クルーズ船 

 日本，中国，台湾，シンガポール，米国，イタリアにお

ける 5 万総トン以上のクルーズ船を対象に，2020 年の寄

港回数の対前年同月比を集計したものを図-31に示す．1

月までは前年と同水準であるが，2 月以降，国によってタ

イミングに差はあるものの前年比が大きく減少しており，

クルーズ船はコロナウイルスの流行の影響を大きく受け

ている． 

クルーズ船の寄港回数の変化は，図-1との関係を見る

と，感染拡大時期に呼応しているのではなく，日本で発

生したダイヤモンドプリンセス号の船内集団感染後，ク

ルーズ需要が世界的に同時に減退したことが原因と推測

される． 

一方で，下半期になるとシンガポール，台湾，イタリア

での寄港回数の回復がみられる．これは，各国の業界に

おいて感染対策ガイドラインが策定され、それに従った

上での国内クルーズや無寄港クルーズ（ある港を出港し，

他港に寄港せずに周辺海域を周遊して帰港するツアー）

が実施され始めたことが要因として考えられる11)．日本

でも，2020 年 9 月に関係業界団体が策定したクルーズ船

及び受入港の感染予防対策に関するガイドラインが公表

され12)，年末には国内のクルーズ船運航が徐々に再開さ

れ，若干の回復傾向になっている．  

 図-35は寄港船腹量（旅客定員×寄港回数）ベースで集

計したものであるが，全体的な傾向は寄港回数と同様で

ある． 

 

(2) PCC 

 図-32は，日本，中国，韓国，米国，ドイツにおける PCC

の，2020 年の寄港回数の対前年同月比を示している．全

体的な傾向は，国別の対米東航貨物量（図-2）と類似して

おり，3 月頃に中国，5 月頃に他 4 か国で減少が見られ，

PCC はクルーズ船に次いでコロナウイルスの影響を受け

た船種となっている．日本，韓国，米国，ドイツは完成自

動車の主要な輸出国であり，PCC による完成自動車の輸

送需要は世界の自動車需要の落ち込みに直接影響された

ものと考察される．また，各国ともに年初より前年より

やや低い傾向があり，これは年末まで続いている． 

 図-36の寄港船腹量（積載台数×寄港回数）ベースのグ

ラフについても，全体的な傾向は寄港回数と同様である． 

 

(3) バルク船 

 日本，中国，韓国，米国，オーストラリア，ブラジルに

おけるバルク船（対象は鉄鉱石をはじめとする固体貨物

を輸送する船舶とした）の，2020 年の寄港回数の対前年

同月比を図-33 に示す．クルーズ船や PCC と異なり，月

毎に大きな変化は見られず，コロナウイルスの流行の影

響は比較的限定的であった． 

ブラジルにおいて 3 月頃，中国において 7 月頃に，寄

港回数の増加が見られる．後者については，中国の税関

の発表によると，7 月に鉄鉱石輸入量が前年同期比

+23.8%，原油が+25.0%であった13)．したがって，これら

主要バルク貨物の輸入量が増大したことが，7 月前後の

バルク船の寄港回数増加に寄与したと考えられる．これ

は中国での生産活動の一時的な減退とその後の回復が影

響しているものとみられる． 

米国は 1~8 月に 0.8 を下回る低い対前年比を示してい

るが，感染流行が発生する前からの傾向であるため，そ

れとは別の要因があったと推測される． 

図-37 の寄港船腹量（DWT×寄港回数）についても同

様の傾向となっており，寄港回数との明確な相違は見ら

れなかった． 

 

(4) コンテナ船 

 図-38は日本，中国，韓国，米国，オランダ，ドイツの
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港湾に寄港したコンテナ船の，2020 年の寄港回数の対前

年同月比を示している（北米基幹航路等の長距離航路を

中心に考察するため，積載量 4,000TEU 以上の船舶のみを

対象とした）．コンテナ船は他船種と比較して変動が少

ないため，縦軸のスケールを拡大している．2020 年の北

米アジア間のコンテナ貨物量の増加傾向と対照的に，年

間を通じて寄港数が前年を下回っている傾向がみられる．

この要因としては以下２点が考えられる．第一に 2020 年

はコロナウイルスの影響が無かった年初からやや貨物量

が低調であったこと．第二に下半期について，貨物量増

大による港湾での混雑の激化の影響を受けて航路全体で

のコンテナ船の回転率が悪くなったことや，定時性を確

保するために相対的に貨物量が少ない港湾が抜港された

ことが挙げられる． 

 寄港船腹量（積載可能コンテナ個数×寄港回数）につ

いては，増減の程度や時期は寄港回数と似ているが，全

体的に値が上方にシフトしており，0.8 を下回る月が殆ど

無くなり，逆に 1.0 を超える月が増加している．これは平

均船腹量が上昇していることを示しており，各国・各月

の平均船腹量を計算すると下半期に 5%程度上昇してい

ることが分かった．これは，船腹量不足を受けて各船社

が大型船の投入を優先したこと等が原因として考えられ

る． 
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図-31 国別寄港回数（クルーズ船，2020 年／2019 年） 

 

図-32 国別寄港回数（PCC，2020 年／2019 年） 

 

図-33 国別寄港回数（バルク船，2020 年／2019 年） 

 

図-34 国別寄港回数（コンテナ船，2020 年／2019 年） 

 

図-35 国別寄港船腹量 

（クルーズ船，2020 年／2019年） 

 

図-36 国別寄港船腹量（PCC，2020 年／2019 年） 

 

図-37 国別寄港船腹量（バルク船，2020 年／2019 年） 

 

図-38 国別寄港船腹量 

（コンテナ船，2020 年／2019年） 
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4. コロナウイルスによる港湾混雑に関する分析 

 

 コロナウイルスの流行による海運への影響は 2021 年

現在も続いているが，2020 年の秋頃より北米西岸港湾の

混雑問題が報道されている．これはロサンゼルス港をは

じめとする港湾において，東アジア等から輸送されるコ

ンテナ貨物量が増大し，ターミナルの容量がひっ迫して

荷役及び本船スケジュールが遅延しているというもので

ある．そこで本章では，その北米港湾の混雑状況の定量

的な分析を行う． 

 

4.1 北米港湾のコンテナ貨物量 

 2.2 国別のコンテナ輸送量において東アジア各国のコ

ンテナ貨物量の分析を行った．ここでは北米の各港湾で

扱われた東航コンテナ貨物量の変化について，PIERS デ

ータを用いて分析を行う． 

 図-39 は，北米各港湾における月別の東航コンテナ貨

物量（米国が輸入するコンテナ貨物）の，2020 年の 2019

年に対する前年同月比をまとめたものである（発地は東

アジア各国）．全体としては，2020 年の上半期は前年を

下回る傾向にあり，3 月と 5 月に減少が見られる．これは

3 月の中国発貨物の急激な減少と，5 月の日本を含む国々

からの貨物量減少に対応した動向と考えられる．また，

下半期は上昇傾向にあり，8 月以降はタコマ港を除くす

べての港湾で前年比が 1.0 を超えており，年末の 12 月に

関しては殆どの港湾で対前年同月比が概ね 1.2~1.4 とな

っている．これは 2.3 品目別コンテナ貨物量で示したと

おり，中国やマレーシアのような貨物量の絶対値が大き

い国の対米輸出量が増加しているため，その影響と考え

られる． 

 

 

図-39 北米港湾の東航コンテナ貨物量 

（2020 年／2019 年） 

 

4.2 北米港湾における寄港時間 

 次に，各船舶が特定の港湾に入港してから出港するま

での所要時間（これを「寄港時間」と定義する）を，

Lloyd's データの寄港履歴を用いて分析する．図-40は，

2020 年各月の主要港におけるコンテナ船の寄港時間

の，前年同月からの増減（差分）を示している．また，

その元データを，グラフには掲載していない港湾を含め

て表-1に示す．図-40の港湾の選定については，北米西

岸の主要港であるロサンゼルス港及びロングビーチ港，

東岸のニューヨーク港，そして比較対象として東アジア

及び欧州の主要港を含めた． 

 なお，図-40及び表-1の分析においては，2019 年と

2020 年の寄港時間のデータを短い順に並べ，第３四分

位(上位 75%）のデータの差分を集計している．これ

は，最大値を用いると一時的に運用を中止している繋船

等の著しく長い寄港時間が現れ，また中央値を用いると

沖待ちの影響が現れにくい（寄港船の半数以上が沖待ち

している可能性は低い）と考えられるためである． 

多くの港湾で差分が概ね±10 時間に収まっている中，

10~12 月にかけてロサンゼルス港とロングビーチ港の寄

港時間が著しく伸びており，その増分は 80~90 時間と，

3 日を超える水準になっている．また，同じ北米西岸のオ

ークランド港でも同時期に上昇が見られ，12 月に+27 時

間を記録しており，それに次いでオランダのロッテルダ

ム港が+18 時間となっている．対照的に，東京港や上海港

等アジア側の港湾では大きな増加はみられない． 

また，6 月に各港湾で一時的な上昇が見られるが，これ

は各船社の船腹量調整（船腹量の削減）に伴う繋船の影

響や，船腹量が減少した中で貨物量が急回復してきたこ

とによる港湾混雑が原因として考えられる． 

 

 

図-40 主要港における 2020 年のコンテナ船寄港時間の

前年差 
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 なお，寄港時間は主に荷役のための時間と沖待ち時間

で構成されるが，Lloyd's データは AIS を用いて船舶の位

置情報を収集しており，ある港に設置されたアンテナの

受信領域を船舶が出入りしたタイミングを以て入出港の

判定を行っているため，ある港湾で混雑が発生していて

も，多くのコンテナ船がその受信領域外で沖待ちを行う

場合，本分析の寄港時間に沖待ちを行った時間が含まれ

ない可能性があることに留意が必要である． 

 

 

表-1 主要港における 2020 年のコンテナ船寄港時間の前年差 

 

（単位：時間） 

 

 

  

港湾＼月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

Busan 6 4 4 2 1 5 3 5 11 8 9 12

Shanghai 0 -1 0 0 0 -1 0 0 1 0 0 1

Rotterdam -3 4 -3 -4 -2 4 4 8 7 6 8 18

Singapore 6 3 5 5 1 22 2 5 7 10 14 12

Long Beach -13 -7 -13 -12 2 25 18 15 14 50 50 92

Los Angeles -24 -6 -12 -12 -13 4 -13 4 22 60 67 83

Yantian 2 -2 1 0 3 13 4 6 11 7 5 5

Prince Rupert 39 38 21 11 2 37 32 16 53 44 66 6

Tacoma -5 -37 -24 -13 12 9 -6 4 18 4 15 26

New York -17 -13 -14 -1 -6 1 -4 -11 -4 2 11 8

Vancouver 2 -3 -6 4 9 2 -1 1 -2 -6 9 17

Seattle -13 -15 -7 0 -6 5 -13 -8 -19 2 3 20

Oakland 0 -2 -4 -4 -6 11 10 6 11 16 20 27

Savannah -2 0 -2 2 4 10 5 5 4 4 3 3

Shekou 1 -4 1 0 1 5 3 3 4 2 1 3

Tokyo 0 1 5 1 0 0 -4 -4 0 -1 -1 2

Kawasaki 5 -1 2 -1 -4 5 3 4 -2 -1 -1 -3

Kobe -4 1 4 -1 3 15 -1 3 -1 0 -1 -1

Osaka 10 2 3 -1 1 13 1 0 5 5 -9 0

Yokohama 4 7 -2 -1 -2 1 0 1 5 5 -3 3
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5. その他の海事動向 

 前章まで，コロナウイルスの海運への影響について分

析を行ったが，本章では，我が国の港湾政策全般に関係

の深い，各種船舶の建造隻数や船型の分布などに関する

分析を行う． 

 

5.1 分析手法 

 船舶の隻数，種別，諸元等に関するデータは，Lloyd's デ

ータにも含まれるが，ここでは英国の大手シップブロー

カーClarksonsグループの一部門であるClarksons Research

が提供する船舶情報データベース"World Fleet Register"

（以後「Clarkson データ」と記す）を主に用い，必要に応

じて Lloyd's データで補完しつつ，分析を行う．Clarkson

データの特徴は，数年先の建造予定（発注済船舶等）やエ

ンジンに用いる燃料種別などの，Lloyd's データより更に

詳細な船舶情報を含んでいることである． 

また，5.2 ではコンテナ船を航路別に細分化して分析

を行うが，Lloyd's データや Clarkson データには航路情報

が含まれないため，英国の MDS Transmodal 社が提供する

コンテナ船の諸元や航路に関するデータベースである

"Containership Databank"（以後「MDS データ」と記す）を

用いた．このデータは，個別のコンテナ船に対して就航

航路（投入ループ）や寄港地，輸送頻度，運航業者等の情

報が含まれていることが特徴であり，Lloyd's データと組

み合わせることでコンテナ船の航路別の分析が可能とな

る． 

 

5.2 船種別の船型分析 

 港湾は，それを利用する船舶に対応した諸元（岸壁長，

水深等）を持つ必要があることから，世界で建造され，就

航している船舶の諸元（全長，船幅，満載喫水等）を把握

することが重要である．本節では，船種別の建造年ベー

スでの船型を分析する． 

 

(1) コンテナ船 

 本項ではまず継続的に大型化しているコンテナ船の就

航隻数，建造隻数，船型の変化等について述べる． 

 

a) 就航隻数と船腹量 

図-41 は，世界で就航するコンテナ船の隻数と平均船

型（TEU，積載可能コンテナ個数）の変化を過去 30 年分

まとめたものである．隻数については，2010 年頃まで急

激に増加していたが，直近 10 年程は微増傾向で，2020 年

は 5,056 隻となっている．一方，平均船型は継続的に上昇

しており，2020 年に 4,549TEU に達している．ただし，

増加率はやや鈍化している．図-42は，世界に就航するコ

ンテナ船の合計船腹量を表しており，就航隻数と平均船

型の積に相当する．前述の通り隻数はそれほど伸びてい

ないが，平均船型が上昇しているため，合計船腹量は継

続的な増加傾向を示している．これらのデータから，世

界のコンテナ船腹量は現在も拡大傾向にあるが，近年は

これが運航船の追加ではなく大型船への置き換えによっ

て対応されている． 

 

 

図-41 世界のコンテナ船の就航隻数と平均船型 

 

 

図-42 世界のコンテナ船の合計船腹量 

 

b) 船型 

 図-43 はコンテナ船の建造年とその積載コンテナ数

（TEU）をグラフ化したものである（なお，2021～2025 年

分は現時点で Clarkson データに含まれるものであるため，

全数とは限らず，また建造中止等の未確定要素が含まれ

ることに留意が必要である）． 

この分布図から，新造コンテナ船は近年まで継続的に

大型化してきたことが分かる．現時点では 2023 年建造予

定の 24,232TEU のコンテナ船が最大船型となっているが，
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24,000TEU 級のコンテナ船は 2019 年に登場しており，以

後，最大船型は過去を大きく上回るものはまだ確認され

ていない． 

また，2015 年頃から分布に偏りが生じるようになり，

大まかに分類すると 20,000TEU 以上の超大型船，10,000

～15,000TEU の大型船，5,000TEU 以下の中小型船のクラ

スに分かれている．最大船型が上昇しているため，船型

が広く分散するよりも，ある程度のクラス分けを行った

方が各航路に投入する船舶の運用が容易になることなど

が原因として考えられる．この傾向は港湾の諸元を決定

する際の判断に影響すると考えられるため，今後も継続

的に分析していく必要がある． 

 

 

図-43 コンテナ船の建造年と船型の関係 

 

c) 航路別船型 

 コンテナ船の船型は就航航路によって明瞭な傾向があ

る．例えば，東アジアと欧州・北米を行き来する長距離航

路は大型船が，日本と中国・韓国を結ぶような近距離航

路であれば小型船が用いられることが多い．そこで，MDS

データを用いて前述したコンテナ船を航路別に細分化し，

TEU クラス別に分析したものを表-2 に示す．また，図-

44及び図-45はそれを図化したものである． 

表-2 航路別のコンテナ船型分布表-2 から，多くの航路

において 5 年間で分布が下にシフト（図-44と図-45にお

いて分布が右にシフト）しており，大型化が進んだこと

が読み取れる．例えば，欧州航路では，2015 年時点で

20,000TEU 以上のコンテナ船は無かったが，2020 年には

20,000～21,999TEU が 11.1%，22,000TEU 以上が 6.2%と

な っ て い る ． 最 頻 値 も 12,000~13,999TEU か ら

14,000~15,999TEU のクラスに移っている．北米航路も同

様に大型化が顕著であり，最大船型は 4 段階，最頻値の

船型は 2 段階上昇している．他の航路も欧州・北米航路

ほどではないが，大型化が確認できる． 

 

 

 

 

 

 

表-2 航路別のコンテナ船型分布 

 

 

2015年 2020年 2015年 2020年 2015年 2020年 2015年 2020年 2015年 2020年 2015年 2020年

0~499 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.2% 4.5% 5.3% 3.8% 42.1% 25.9%

500~999 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 1.7% 18.8% 13.2% 42.1% 38.5% 39.5% 40.7%

1,000~1,499 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 1.9% 1.6% 28.5% 21.4% 42.1% 50.0% 18.4% 29.6%

1,500~1,999 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.1% 3.9% 19.9% 23.7% 5.3% 3.8% 0.0% 0.0%

2,000~2,999 0.2% 0.0% 2.2% 1.6% 9.2% 5.2% 16.7% 19.9% 5.3% 3.8% 0.0% 3.7%

3,000~3,999 0.5% 0.0% 2.3% 0.4% 6.1% 4.4% 2.7% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4,000~5,999 11.0% 0.6% 43.6% 9.7% 34.7% 27.5% 7.1% 14.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6,000~7,999 6.4% 3.1% 17.3% 17.0% 11.6% 13.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

8,000~9,999 18.1% 7.4% 25.4% 33.4% 16.7% 14.4% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

10,000~11,999 12.3% 6.5% 6.7% 13.4% 3.7% 7.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

12,000~13,999 33.6% 19.8% 2.3% 14.2% 7.1% 7.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

14,000~15,999 8.6% 23.5% 0.2% 7.9% 2.7% 7.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

16,000~17,999 2.2% 4.9% 0.0% 0.4% 0.9% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

18,000~19,999 7.1% 17.0% 0.0% 1.0% 0.2% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

20,000~21,999 0.0% 11.1% 0.0% 0.0% 0.0% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

22,000~ 0.0% 6.2% 0.0% 0.2% 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

TEU範囲
日本－韓国東アジア－欧州 東アジア－北米 東アジア－南半球 東アジア域内 日本－中国
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図-44 航路別のコンテナ船型分布（2015 年） 

 

 

図-45 航路別のコンテナ船型分布（2020 年） 

 

前述のデータは TEU の範囲を区切った，離散的な集計

であり，区切り方によって表の数値やグラフの形状は変

わる．そこで，船型分布を累積曲線で示したものを図-46

に示す．累積曲線とはすなわち，各航路の全てのコンテ

ナ船のうち，横軸の船型（TEU）以下の船舶の該当割合を

表すものであり，図-44 及び図-45 の（1TEU 単位で表示

した上での）積分に相当する．したがって，100%に達す

る点が最大船型であり，50%が中央値を意味する．グラフ

は航路によって色を分け，2020 年を実線，2015 年を点線

で示している． 

青色の欧州航路に着目すると，他の航路と比較して最

も船型が大きく，5 年間で右側にシフト（大型化）してい

ることが分かる．中央値ベースでは 2,000TEU 程度大型化

している．14,000～16,000TEU 及び 18,000～22,000TEU の

区間については，2015 年時点では傾きが緩やか（該当船

舶が少ない）であったが，2020 年には傾きが急（該当船

舶が多い船型）になっていることが分かる．赤色の北米

航路も右側へのシフトが顕著であり，特に最大船型

（100%に達する点）が大きく移動している． 

東アジア域内航路や日中・日韓航路は近距離のため

元々の船型が小さく，右側へのシフト幅はそれほど大き

くない（数百 TEU 程度）となっている．なお，日本－中
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国－韓国のような複数航路を兼ねる船舶は日中航路及び

日韓航路から除いており，それらは対象船舶が少ないた

めグラフは角ばった形状となっている． 

南北航路（東アジアと南半球を結ぶ航路）は，様々な航

路を含むため，分布がまばらであり，累積曲線の傾きが

小さい．大型化については，上方（累積割合が高い領域）

ほど右側へのシフト幅が大きくなっており，最大船型は

約 5,000TEU 増加した． 

 

 

図-46 航路別の船型分布（累積曲線） 

 

(2) その他船種 

 クルーズ船，バルク船，タンカー，PCC について，建

造年と船型の関係の分析を行った結果を図-47～図-50に

示す． 

 

a) クルーズ船 

 クルーズ船はコンテナ船と同様に，比較的明瞭な大型

化傾向が見られる．最大船型については 2009 年から

22~23 万 GT となっているが，20 万 GT 以下の船舶に限

ってみると分布が上方に広がっている． 

 

図-47 建造年と船型の関係（クルーズ船） 

b) PCC 

 PCC は 2000 年頃から最大船型の増加傾向が緩やかに

なっているが，2015 年頃より 6 万 GT 以下の中小型船の

建造隻数が少なくなっている．PCC に限らず，世界の造

船業はリーマンショックの後（概ね 2011 年頃）をピーク

に，建造量が減少したが，PCC に関しては直近の新造船

は大型船の割合が多いと言える． 

 

 

 

 

図-48 建造年と船型の関係（PCC） 
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図-49 建造年と船型の関係（バルク船） 

 

 

図-50 建造年と船型の関係（タンカー） 

 

c) バルク船 

 バルク船は 2010 年頃までは大型化が見られるが，その

後は殆ど変化が見られず，現在は約 40 万 DWT が最大船

型となっている．また，40 万，20 万，18 万 DWT 等，分

布が集中する船型が複数ある．1990 年代前半に 25~30 万

DWT の船が多く建造され大型化が一気に進んだように

見えるが，その後 10 年ほどはその規模の船舶は建造され

なかった． 

 

d) タンカー 

 タンカーは殆ど船型の変化が見られないのが特徴であ

る．1995 年以降に関しては，30 万 DWT と 15 万 DWT の

前後に集中しており，残りは 12 万 DWT 以下に偏り無く

分布している．2002～2003 年に 45 万 DWT 級が数隻建造 

 

図-51 建造年と船型の関係（木材輸送船） 

 

されたが，その後はその規模の大型船は建造されていな

い． 

 

e) 木材輸送船 

 我が国は農林水産物・食品の輸出額目標を 2030 年に 5

兆円とし，輸出推進のための様々な政策に取り組んでい

る14)．2014 年以降中国向けの木材の輸出額が増加し，2018

年までの 5 年間で約 5 倍となるなど，日本の木材に対す

る需要が高まっていることから，木材輸送船の寄港に対

応した港湾整備の必要性が高まってきている．そこで，

図-51のとおり木材輸送船の船型について分析を行った． 

 近年は 3~4 万 DWT の中型船が多く，その分布は現在

も上昇傾向を示している．また，5~6 万 DWT クラスの大

型船も数は少ないが増加傾向にあり，2015 年に最大船型

が 6 万 DWT を超えている． 

なお，分析にあたっては Clarkson データにおいて木材

輸送機能を持つ船舶を抽出しており，実際には木材以外

の貨物を輸送している可能性があることに留意が必要で

ある． 

 

5.3 環境負荷低減燃料を用いた船舶 

 2020 年 10 月，我が国が 2050 年までのカーボンニュー

トラルの実現を表明15)したことで，国内のあらゆる分野

での脱炭素化が求められている．カーボンニュートラル

とは，二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの排出を

実質ゼロ，すなわち実際の排出量から森林などによる吸

収量を差し引いた数値をゼロにすることを意味する． 

 海運業界は従前より IMO（国際海事機関）が主導して

船舶燃料の環境規制強化を行っており，液化天然ガス

（LNG）を燃料に用いる船舶（以後 LNG 焚き船と記す）

の建造や，脱硫装置（スクラバー）の設置等が進んでい
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る．そこで本節では，このような環境負荷低減燃料焚き

の船舶の建造状況に関する分析を行う． 

 

(1) LNG 燃料を用いた船舶 

 LNG は，メタンとエタンから成る天然ガスを冷却して

液化したものであり，重油等と異なり排気に窒素酸化物

や硫黄酸化物を含まない点で環境負荷が小さいとされて

いる．将来的には水素やアンモニアがカーボンニュート

ラルを実現する燃料として期待されているが，現在はま

だ技術開発途中であり，かつ供給体制も整っていないこ

とから，これらはまだ殆ど普及していない．LNG 焚き船

は二酸化炭素を排出するため，それ自体だけでカーボン

ニュートラルを達成できるわけではないが，水素やアン

モニア等の新燃料技術が十分に発達するまでの暫定的な

燃料として，多くの船社で導入が進んでいる． 

 図-52 は，LNG 焚き船の建造隻数の推移を，船種別に

分けて示している．船種別では LNG 輸送船が多く，全船

種合計の隻数は近年増加しており，2021 年にはおよそ

670 隻に達している．2022 年以降については，先の年次

ほど未確定の情報があると考えられるため（薄色で表示），

増加率は定かではないことに留意されたい． 

また，2021 年の船種別構成の割合を示したのが図-53

である．LNG 輸送船が最も多く 56％を占め，それに次い

でバルク船（16%），コンテナ船（8%）となっている．

LNGを船内で取扱うには低温貯蔵設備が必要になるため，

それを元々有している LNG 輸送船が LNG 燃料の導入に

適していると考えられる． 

我が国では LNG バンカリング（燃料供給）船の建造や

LNG バンカリング船へ LNG を供給するための施設整備

を推進しているが，このように LNG 燃料の普及が進んで

いるため，その必要性は高くなっていくと推察される． 

 

 

 

図-52 LNG 焚き船の累積建造隻数 

 

 

図-53 LNG 焚き船の船種別構成割合（2021 年） 
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(2) その他環境負荷低減燃料を用いた船舶 

 Clarkson データにおいて，LNG 以外の環境負荷低減燃

料焚き船舶としては，バイオ燃料，メタノール，エタン，

水素がある．ここでバイオ燃料とは，動植物などから生ま

れた生物資源であるバイオマスから成る燃料を指し，バ

イオエタノール，バイオディーゼル等が挙げられる．図-

54 は各燃料の累積建造隻数を年次毎に集計したものであ

る．バイオ燃料焚き船を中心に隻数が増えており，2016 年

と 2021 年からメタノール焚き，エタン焚きの船舶が大き

く増加しており，2021 年には初めて水素焚き船が建造さ

れている．なお，これらの船舶には重油や LNG を併用し

て動力源とする船舶も含むため，必ずしもすべての船舶

が環境負荷低減燃料のみで運航しているわけではないこ

とに留意が必要である． 

このように，LNG 以外の環境負荷低減燃料焚き船舶へ

の普及が年々進んでおり，今後港湾においては，それらの

新しい燃料を供給する体制の必要性も高まってくるもの

と考えられる． 

 

 

図-54 環境負荷低減燃料焚き船舶の累積建造隻数 
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6. 結論 

 本資料では，PIERS，Lloyd's，Clarkson，MDS データ等

の海事データを用いて，新型コロナウイルス感染症の影

響に着目しつつ，コンテナ貨物輸送量，船舶の寄港動静，

船舶の建造状況や諸元等に関する分析を行い，新型コロ

ナウイルスによる影響ならびに船型の大型化等のその他

の最近の海事動向を把握した．これにより得られた結論

を以下に示す． 

 

1) 2020 年の東アジア－米国間のコンテナ貨物量につ

いて，西航は目立った変化が見られなかったが，東

航は上半期に感染流行を受けて一時的に急減少し

た後，下半期には多くの国で前年を上回る水準に回

復・増加した． 

2) 2020 年の東航コンテナ貨物を品目別に見ると，5~6

月に日本発の貨物量が急減しており、その主な要因

は自動車関連貨物であった．一方，中国，マレーシ

ア，タイからの貨物は家具や玩具の量が下半期に増

大しており，この要因は米国での巣篭もり需要の影

響を受けたと推測されている． 

3) トランシップ貨物量の分析から，2020 年は夏以降に，

中国とベトナムから日本を経由して米国に輸送さ

れる東航貨物が一時的に大幅に増加している．これ

は，船腹量不足や運賃高騰等に起因すると考えられ

ている． 

4) 日本発貨物の東航直航率が 2020 年 5 月頃に一時的

に低下しているが，これは抜港等の影響と推測され

る．一方で，日本着貨物（西航）の直航率は年間を

通じて前年より高い傾向にあった．非直航貨物につ

いては，東航と西航ともに殆どが韓国港湾でのトラ

ンシップであった． 

5) 船種毎の寄港回数の分析では，クルーズ船が 2020年

2 月頃を境に激減しており，感染流行の影響を大き

く受けていた．PCC もそれに次いで影響を受けてお

り，自動車関連のコンテナ貨物と似た減少傾向を示

した．また，寄港船腹量の分析を行ったところ，コ

ンテナ船は平均船腹量の上昇から寄港回数に比べ

て高い対前年比を示したが，他船種は寄港回数とほ

ぼ同様の傾向を示した． 

6) 2020 年下半期には，北米の殆どの港湾でコンテナ貨

物量が増加しており，主要港であるロサンゼルス港

及びロングビーチ港においては寄港に要する時間

が 80~90 時間上昇する等，明確な混雑傾向が確認さ

れた． 

7) 世界の就航コンテナ船は，隻数は微増であったが平

均船型は継続的に上昇し，それに伴って総船腹量も

増加した．直近 5 年間の船型変化については，長距

離航路ほど強い大型化傾向が見られた． 

8) クルーズ船，PCC，木材輸送船も緩やかな大型化傾

向が見られたが，バルク船とタンカーは近年殆ど船

型が変化していなかった． 

9) 近年の船舶燃料の環境規制を受けて LNG 焚きの船

舶の建造隻数は増加しており，船種別に見るとその

半数以上は LNG 輸送船であった． 

10) 環境負荷低減燃料焚きの船舶の建造隻数は増加し

ており，カーボンニュートラルを実現するための手

段として LNG の他にも様々な燃料が導入されつつ

あることが確認された． 

 

新型コロナウイルス感染症は，2021 年 8 月現在も収束

の目途が経っていない状況であり，海運，港湾業界は引

き続きその影響を受けている．また，コロナウイルスに

限らず，海事動向は各国の経済や政治の情勢にも左右さ

れるため，状況は目まぐるしく変化していくと予測され

る．このような動向を正確かつ迅速に把握し情報提供す

るため，今後も同様の分析を行っていく予定である． 

 

(2021 年 8 月 31 日受付) 
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